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第４回 令和５年度 食品表示懇談会 

議 事 次 第 
 
１ 日 時 令和６年３月７日（木）１０：００～１２：００  

２ 場 所 新宿NSビル ３階 西ブロック ３-H会議室 

３ 議 題  
(１) 開会 
(２) 令和５年度食品表示懇談会取りまとめ（案）について 
(３) 食品表示懇談会の今後の進め方のタイムスケジュール（案）について 
(４) その他 
(５) 閉会 
 

４ 出席者（敬称略・５０音順）  
委員：阿部 絹子、伊藤 匡美、大角 亨、加藤 孝治、北口 善教、佐藤 秀幸、 

島﨑 眞人、脊黒 勝也、田中 弘之、中澤 克典、廣田 浩子、 
間處 博子、森田 満樹、湯川 剛一郎 

  
 出席者：村尾 芳久 
 
消費者庁：新井長官、依田審議官、清水食品表示企画課長、 

山口食品表示企画課課長補佐、坊食品表示企画課衛生調査官、 
京増食品表示企画課食品表示調査官 
 

５ 配布資料  
資料１  令和５年度食品表示懇談会取りまとめ（案） 
資料２  食品表示懇談会の今後の進め方のタイムスケジュール（案） 
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〇事務局 それでは定刻となりましたので、第４回令和５年度食品表示懇談会を開会させ
て頂きます。私は本懇談会の事務局を務めさせて頂いておりますＳＯＭＰＯリスクマネジ
メントの山本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。まず始めに開催に当たって
の注意点をご案内します。本懇談会は傍聴を希望された方に対してリアルタイムでＷＥＢ
配信をしております。 
また、記録のために映像を録画させて頂いていることをご了承ください。万が一地震な

どの災害が発生した場合、事務局で誘導いたしますので、慌てずに行動をお願いします。 
それでは冒頭に新井消費者庁長官よりご挨拶を賜りたいと思います。 
新井長官どうぞよろしくお願い致します 
 
〇新井消費者庁長官 皆さんおはようございます。朝早くからお集まり頂きありがとうご
ざいます。消費者庁長官の新井でございます。本日、食品表示懇談会の第４回ということ
でございますが、本年度最後の懇談会ということでございます。湯川座長はじめ委員の皆
様方にはこれまで３回という短い期間ではございましたが、それぞれのお立場から非常に
真摯なご議論を賜ったという風に考えております。本日取りまとめの案を出させていただ
きましたけれども、ここまでご議論して頂きましたことにまずは深く御礼を申し上げると
ころでございます。この食品表示懇談会におきましては、今後の食品表示が目指していく
方向性、いわゆる大枠についてご議論頂きたいということでお願いをしたところでござい
ます。中長期的に安定的にこの制度を運用していくということが消費者にとっても食品事
業者にとっても非常にメリットが大きいと考えております。特に諸外国との表示制度の整
合性、それから個別品目ごとの表示ルールについて、三番目でございますが食品表示のデ
ジタルツールの活用についてということで３つのテーマについてご議論頂きまして、本日
大枠をお示し頂いたと理解しております。特にデジタルツールの活用については、コーデ
ックスでも本格的な議論が始まっております。そうしますと消費者にとっては情報量が増
えていくとともに、事業者にとっても情報の補正という点においてより迅速にできるとい
うメリットもあるのではないかと考えております。このような世の中の移り変わりの中
で、やはり国際整合性をもって日本の表示制度を運用していくという意味でこの懇談会で
取りまとめて頂いた方向性がこれからの羅針盤になっていく、それを踏まえて消費者庁と
して運用していくということを考えております。本日取りまとめに向けて最終のご議論を
頂くと承知いたしております。本日頂いたご意見も踏まえまして、私どももこれから具体
的な制度運用それから個別の議論に取り組んでいきます。まさに消費者、事業者双方が食
品表示を正しく活用する、それから消費者も理解して食品を選んで頂くという制度の運用
のためにこれからも尽力してまいりたいと思っております。繰り返しにはなりますが、委
員の皆様方には本日のご議論、そしてこれから私どもが行っていく施策についても引き続
きのご支援ご指導を賜れればと思っております。よろしくお願いいたします。 
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〇事務局 新井長官ご挨拶どうもありがとうございました。新井長官は公務の都合でここ
で中座させて頂きます。改めましてどうもありがとうございました。 
続きまして、本日の出席者の確認です。 
本日は、全国スーパーマーケット協会の橋本様のご都合がつかなかったということで、

同協会から村尾様が代理出席されております。 
次に、本日の資料の確認をさせて頂きます。本日の資料は、議事次第、座席表、資料１

として「令和５年度食品表示懇談会取りまとめ（案）」、資料２として「食品表示懇談会の
今後の進め方のタイムスケジュール（案）」。委員の皆様におかれましては、お手元の資料
に過不足や落丁等がございましたら、事務局にお申し付けください。 
では、以降の議事につきましては座長の湯川様にお願いしたいと思います。それでは湯

川座長、どうぞよろしくお願いいたします。 
 
○湯川座長 おはようございます。昨年１０月から開始された本懇談会ですが、まだ４回
目ですが、委託事業が年度で区切られておりますので、本日は今年度の取りまとめを行う
予定です。委員の方には素案の段階で事前に見て頂いておりますが、ここで改めて消費者
庁から説明を頂き議論していきたいのでよろしくお願いします。まず資料１、資料２につ
いて消費者庁から説明を頂き、その後、意見交換、質疑応答という風に進めていきたいと
思います。今年度最後の懇談会になりますので、できるだけ宿題を残さず、修正などの対
応もこの場で片付けたいと思いますのでよろしくお願いいたします。それでは消費者庁か
ら資料の説明をお願いたします。 
 
〇清水食品表示企画課長 食品表示企画課の清水です。本日もよろしくお願いいたしま
す。それでは資料１に基づき、まず今回の令和５年度食品表示懇談会の取りまとめ案につ
きましてご説明させて頂きます。資料１、１ページをお開き下さい。はじめに、今回のこ
の食品表示懇談会を開催させて頂いた問題意識についてまとめております。食品表示法
は、平成２３年度からの食品表示一元化の検討会を経て、三つの法律に分かれていた食品
表示の規定を一元化してまとめたものであるということ。そして、その検討会において食
品表示法の制定とは別に検討すべき事項とされた原料原産地表示制度、遺伝子組換え食品
表示制度、食品添加物表示制度についても順次検討がなされて、必要な制度改正が行われ
運用されてきたという、今の時代認識、状況についてまとめております。一方、国際的な
動向としては、コーデックス委員会の食品表示部会において、デジタルツールを活用した
表示の在り方などの議論等が進んでいるということで、こういった議論に我が国としても
能動的に対応していく必要があるのではないか。また、国内では令和６年度の来月４月か
ら食品衛生基準行政が厚生労働省から消費者庁に移管されるタイミングでもあります。ま
た政府としましても、「消費者基本計画工程表」等において、合理的でシンプルかつ分か
りやすく国際整合性のある食品表示制度の検討を行う必要があるとされているところでも
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あります。こうしたことから、今後の食品表示が目指していく方向性について、中長期的
な羅針盤となるような制度の大枠の議論を行って頂くということで今回「令和５年度食品
表示懇談会」を開催させて頂いたということでございます。 
次に２ページ目です。 食品表示制度をめぐる事情ということで、主に第１回の懇談会な
どでご説明させて頂き、ご議論頂いた内容を記述しております。食品表示法に基づく食品
表示基準でございますが、これは加工食品、生鮮食品、添加物の表示について規定されて
います。特に加工食品については、生鮮食品と異なり、内容に関する情報が外見からは分
かりにくいという特性があることから、義務表示事項が詳細に規定されています。これは
国際的にみましても、コーデックス委員会が４０年ほど前、１９8５年に「包装食品の表
示に関するコーデックス一般規格」と呼んでおりますが、こちらを定めておりまして、包
装食品の義務的表示事項として、名称や原材料名、内容量、原産地、ロット識別、日付表
示及び保存方法などが規定されていて、おおむね各国もこの動向を踏まえながら、それぞ
れ国内での食品表示制度を設けているという状況です。我が国の食品表示制度につきまし
ては、「はじめに」の部分でも記述させて頂いた三法の表示制度を一元化して継承してき
た食品表示法において、加工食品の義務表示事項の検討に当たっては、食品の安全性確保
に関わる事項を優先的に検討するとの方針で見直しを検討してきたところです。また平成
２７年の食品表示法の施行に合わせて栄養成分表示の義務化など、必要な制度の見直しを
適宜実施してきたところです。こういった形で容器包装上の表示事項が拡大していくこと
に伴いまして、表示内容が増えていき、複雑になり、難しくなってきている、といったご
指摘を頂いておりました。またそれは事業者の方々のコスト上昇や表示全体の消費者にと
っての見づらさにつながるということで、消費者にとっての見やすさを優先するという観
点から、できるだけ難しいということは避けるべきと考えられておりました。一方で、コ
ーデックスの包装食品表示一般規格の方では、消費者を誤認させたり誤った印象を与える
表示をしてはならないとの原則の下、正確に情報伝達するとの考え方から、使用している
全ての原材料を重量順に表示しなければならないといったシンプルなルールを定めている
という風に考えられまして、こういったシンプルなルールがあるという一方で、３ページ
の方に移りますが、我が国の食品表示制度では、表示可能面積の制約ですとか、消費者に
とっての分かりやすさというところを考慮した結果、消費者への網羅的な情報開示という
観点では、コーデックス規格のルールや、それに準拠した諸外国の食品表示制度に比べる
と情報量が少ない側面もあるのではないかという風に考えております。また、現在では昨
年の５月のコーデックス委員会の食品表示部会において、「食品表示情報の提供へのテク
ノロジーの使用に関するガイドライン」の議論が活発化しておりまして、その中では、容
器包装の義務表示事項のうち、健康や安全性に関する食品情報以外の情報については、デ
ジタルツールの活用により代替可能としてもいいのではないかといった方向でルール作り
の議論が進んでいるところです。 
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こういった状況を受けまして今年度食品表示懇談会においてはこれから申し上げるような
議論をして頂きました。 
まず（１）としまして、諸外国との表示制度の整合性ということでございます。海外と

国内の食品表示制度の違いということで、第２回の懇談会で概要をご説明させて頂きまし
た。それに基づいたご議論の中で、消費者、大規模事業者、中小零細事業者、輸出入事業
者、様々な各員の目線から、消費者にとっての分かりやすさや事業者の実行可能性の重要
性、日本と諸外国の食品表示に関する考え方の違いについてご意見を頂戴いたしました。
これらを踏まえて各表示事項等を具体的にどのようにしていくのかという点につきまして
は、様々な観点から時間をかけて議論していく必要があるということでございました。特
にご議論の中で、時間をかけてご議論頂いた点として食物アレルギー表示の話がございま
して、日本と海外で明らかに制度設計の考え方が異なっていて、表示制度の検討の前に考
え方についても国際整合を図るべきではないかとのご意見もありました。 
続きまして４ページに移ります。 
個別品目ごとの表示ルールについて、ということでございます。こちらについては、国

際整合性や消費者にとっての分かりやすさという観点も踏まえ、横断的なルールに寄せて
いく方向で見直す必要があるのではないかとの意見が多く挙がりました。一方で、個別品
目ごとのルールを比較するだけではなく、なぜ違いが生まれたのかという背景、経緯や、
ルールの定期的な見直しの要否についても考慮し、それぞれの業界団体の意見を聞いた上
で議論を進める必要があるという意見もございました。また、見直しに当たっては、製造
業者の負担軽減のため、施行時期のタイミングに配慮し、また表示を活用して頂く消費者
への普及啓発を推進していくことが重要とのご指摘も頂戴しました。 
３点目でございます。食品表示へのデジタルツールの活用についてということで、デジ

タルツールの活用につきましては、消費者庁において令和２年度、３年度に実証事業を実
施しております。こちらで明らかとなった技術的課題なども踏まえながら、世界的な情勢
や技術の発展、食品表示の見やすさの観点や消費者への情報提供の拡充という観点から検
討していくべきとのご意見を多数頂戴しました。一方で、各委員それぞれのお立場から、
システムの運用や情報開示に当たって事業者の方々が新たに負担するコストが大きいので
はないか、どの情報をデジタルで提供すべきかを整理した上で情報を出さなければ、かえ
って情報過多により消費者の混乱を招きかねないのではないか、といったご懸念も挙げら
れました。また、デジタルツールの効果的な運用の観点からは、その基礎となるデータを
管理するデータベースの作成の必要性についてのご意見がありまして、データベースのマ
スター設計に際して、企業が保持すべき商品スペックを、体系的に定義することが重要と
のご指摘もありました。 
つづきまして５ページ目に入ります。 
こういったご議論を踏まえまして、３番として、今後の食品表示が目指すべき大枠の方向
性ということで案を取りまとめております。大きく分けて項目としては６つございます
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が、まず１つめは諸外国との表示制度の整合性について、でございます。大きな方向性と
しては、我が国の状況を踏まえつつ、合わせられるところについては、合わせていくとい
うこと、ただ、個別の表示事項をどのようにしていくかという点については、今年度時間
も限られておりましたので来年度以降に議論することとする。また、その際、表示すべき
内容が拡充される可能性も踏まえて、デジタルツールの活用についても併せて検討してい
くとしております。また、食品添加物に関する諸外国との制度の差異については、輸出の
障壁となる面もございますが、こちらにつきましては表示制度の差異のみならず各種規格
基準の差異もその要因として大きいということで、食品衛生基準行政の移管も踏まえて、
また国際的な動き、コーデックス委員会等への働きかけも含めて検討していくべきと考え
られるという事にしております。 
２つめは個別品目ごとの表示ルールについて、でございます。こちら JAS法において個

別品目ごとに定められていたルールは、基本的に食品表示の一元化の際に、そのまま食品
表示基準に移行してきておりまして、個別品目の表示の在り方などの議論は十分にされて
いない状況でした。そのため、横断的な基準に合わせる方向で見直すことを基本としつ
つ、食品ごとの個別の事情や制定の経緯、消費者や事業者の要望等、こういったことを踏
まえ検討を進めるという形にしております。その検討の際に、消費者にとっての分かりや
すさや合理的な選択という観点から今日的にどのような意義があるのか、また合理的な理
由のない複雑なルールによって事業者にも負担を課しているのではないかという視点から
検討するとしております。なお、JAS規格については５年に一度の見直しを行うこととさ
れておりまして、個別品目の表示ルールについても、その時々の情勢に照らして妥当なも
のであるかどうかを定期的に確認してはどうかとのご意見が出たことも踏まえまして、定
期的な確認の実施の可能性について検討するとしております。また、見直しに当たって
は、JAS規格、公正競争規約、食品表示基準、この基本的な性質の違いについて整理する
とともに、事業者、消費者等の意見も十分に聞いた上で、丁寧な議論を進めるという風に
しております。 
３つめでございます。食品表示へのデジタルの活用について、でございます。国際的な

議論に我が国としても能動的に対応していくとともに、消費者への情報開示を充実させて
いく観点から、容器包装上の表示の一部を代替する手段として、デジタルツールの活用に
よって情報提供を充実させることとした場合の議論を進めていく必要があるとしておりま
す。その際には、 表示可能面積や見やすさに関する課題、現行の表示情報の利用実態を
踏まえて、容器包装に表示すべき事項と、デジタルツールによる情報提供での代替を許容
すべき事項について、コーデックス委員会におけるデジタルツールの活用の議論も踏まえ
検討する必要があるとしております。また、今後、食品表示へのデジタルツールの在り方
に関する検討を行うに当たっては、新たに管理すべきこととなる情報を含む、事業者が保
持すべき商品情報、その情報の管理方法や提供手段についても議論を進める必要があると
しております。こういったデジタルツールの活用の検討に当たっては、情報の管理方法や
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情報を伝達する媒体、デジタルツールを活用した制度をどのように運用していくのか、そ
ういった技術的な課題についても、並行して議論を行っていくとしております。 
４点目でございます。改正内容の施行時期について、中小零細事業者の事業活動に影響

を及ぼす制度変更に伴う負担にも配慮する必要があり、改正の検討状況と施行のロードマ
ップを明らかにし、十分な周知期間を取るとともに各改正事項の施行時期や経過措置期間
の終了時期を極力合わせるなど、実施時期の予見可能性を高めるための方策も含めて議論
を進めていくとしております。 
５点目でございます。食品表示制度の消費者への周知について、現状、消費者への食品

表示制度の浸透は十分とはいえないということで、分かりやすい食品表示の検討を進めて
行く上では、食品表示を正しく活用していただけるよう、更なる制度の周知普及を行って
いくとしております。 
最後に６点目でございます。各検討事項の議論の進め方について、ということで、専門
的な知識が議論に求められることから、各分野の専門家からなる議論の場を設け、事業者
の実行可能性にも十分配慮した上で検討を進めるとしております。 
最後にその他決定事項として２つ掲げております。 
１つ目が包装前面栄養表示、Front-of-pack nutrition labelling、FOPNLに関する議論で
す。こちらに関する議論につきましては、栄養に関する専門的な内容を含むため、本懇談
会とは別に検討の場「分かりやすい栄養成分表示の取組検討会」を設けて議論することと
されまして、実際今年度議論をして頂いております。 
また２つめでございます。栄養強化目的で使用した添加物、こちらにつきましても、令

和元年度に開催されました「食品添加物表示制度に関する検討会」において、原則全ての
加工食品に表示する方向で検討されておりましたが、当時検討に当たり消費者の意向や事
業者への影響について実態調査を実施することが適当であるとされていました。今年度そ
の実態調査の結果が取りまとまりましたので、この懇談会でご報告させて頂いて、「一般
用加工食品の横断的義務表示における添加物の免除規定のうち、栄養強化の目的で使用さ
れるものに関する記述を削除する」ということで食品表示基準の改正案を作成し、手続を
進めていくことで前回ご了承頂きました。 
資料１についての説明は以上でございます。 
続いて資料２の方をご覧いただければと思います。この取りまとめ案を踏まえまして、

今後の食品表示懇談会の進め方のタイムスケジュール案を考えて整備しております。上の
冒頭の部分に書いておりますが、表示の改版に伴う事業者の負担に配慮し、各改正事項に
ついて十分な経過措置、期間を設けるとともに経過措置終了時期を極力そろえ、これによ
り食品表示の改正に関する予見可能性を高めつつ、何度も改版しなくて良いようにし、表
示の改版やシステム改修の頻度を下げられるようにということでございます。下の図です
が、本懇談会につきましては、今後の食品表示制度の中長期的な大枠についてご議論して
頂きました。来年度に関しては、２つの分科会を設けさせていただきたいと考えておりま
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す。１つ目がデジタルツールの活用に関する分科会です。国内でのデジタルツールの活用
の大きな方向性について、コーデックス委員会での議論を見据えながら検討を進めたいと
考えております。２つ目の分科会として、個別品目ごとの表示ルールの分科会も立ち上げ
させて頂きたいと考えております。各個別品目ごとのルールについて、品目ごとの業界等
からのご要望、ご意見を分科会においてお伺いして、具体的な改正内容の検討などを行い
たいと考えております。本懇談会につきましては、この２つの分科会からのご提言や進捗
状況の報告を受けて議論して頂くということで、分科会の議論の進捗を見ながら食品表示
懇談会の方は開催させて頂きたいと考えております。以上のような流れで、再来年度以降
も議論の方を進めさせて頂いて、最終的な各改正事項については極力経過措置修了時期を
そろえるというような形で、今日取りまとめ頂く中長期的な方向性、大枠に従って議論し
て制度改正などに繋げていければという風に考えております。 
私からの資料１と２の説明は以上でございます。 
 
〇湯川座長 どうもありがとうございました。過去３回の懇談会で様々な議論をしてきた
わけですけが、簡潔に取りまとめて頂いたと思います。それでは委員の方々から、資料
１、資料２につきまして質問、ご意見があれば、どなたからでもお願いいたします。田中
委員お願いします。 
 
〇田中委員 田中でございます。よろしくお願いいたします。資料１の（５）の食品表示
制度の消費者への周知について、という部分で少し考えて頂きたいということです。今般
の懇談会の中では、栄養成分表示についてはあまり議論されていなかったと思っていま
す。栄養成分表示の情報提供というものは健康の保持増進に役立てられることが期待され
ています。こういったことは消費者が必要に応じてエネルギーや栄養成分を控えたいと
か、また多く摂取したいという情報として、例えば少ない旨や、含む旨、豊富な旨、とい
った栄養強調表示があります。このような栄養強調表示の元となっているのが、健康増進
法の第１６条の２の食品摂取基準の規定です。そこでは健康の保持増進を図る上でイと分
類される中では、栄養摂取の状況からみて、その欠乏が国民の健康の保持増進を妨げてい
るものとして、それらについては含む旨の強調表示の栄養素が記述されています。それと
ロという分類については、栄養摂取の状況からみて、過剰な摂取が健康の保持増進を妨げ
ているものとしては、少ない旨の強調表示の栄養素が記述されているというものです。こ
のうち炭水化物や食物繊維がイに分類されています。すなわち、欠乏が健康の保持増進を
妨げているものという事で、含む旨の強調表示となっています。しかしながら、その炭水
化物のうち糖質や糖類は摂取の状況からみて過剰摂取すると肥満や糖尿病などのリスクが
高まるということから、これはロに分類されます。すなわち過剰な摂取が健康の保持増進
を妨げているものとして、という分類になりまして、少ない旨の強調表示の栄養素の枠に
入ってくるということになります。さらに、糖質のうち糖アルコールは非う蝕性、要する
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に虫歯になりにくいということから、ロの過剰摂取の懸念から除かれています。このよう
なことが十分に消費者に伝わっているのか、というふうに思われます。最近は糖質や糖類
に関する製品の話題もあることから、こういったことを十分に消費者の方々に周知する必
要があるのではないかということです。さらに近年の食品加工技術の進化によって、低エ
ネルギーの甘味料なども見受けられます。これらについてはこれまでの評価と異なりロと
分類すべきと限らないモノなど、このような食品成分については科学的根拠に基づいて評
価の検討を行ってもよいのではないかと考えます。そういったことから、７ページの
（５）にある食品表示制度の消費者への周知については、ここに科学的根拠に基づくとい
う文言を入れた方がよいのではないかというのが私の意見です。 
 
〇湯川座長 ありがとうございました。ただいまの科学的根拠に基づくというのはどのあ
たりに入るのでしょうか。 
 
〇田中委員 そうですね、様々な場所に入る要素はあるおもいますが、「浸透は十分とは
いえず科学的根拠に基づく消費者に分かりやすい食品表示の検討を進めて行く上では」、
とか、または「分かりやすい科学的根拠に基づく食品表示の検討を進めて行く上では」と
か、その後に「科学的根拠に基づく食品表示を正しく活用していただける」とか幾つかあ
るのではないかと思います。このあたりはこういった意味をご理解頂きながら発出して頂
けるとよいのではないかという意見です。 
 
〇湯川座長 分かりました。ここでその話題に集中してしまうのではなく、まず一通り委
員の方々に意見を伺ってから、また議論に戻りたいと思います。よろしくお願いいたしま
す。 
他の委員の方々いかがでしょうか。 
島﨑委員お願いします。 
 
〇島﨑委員 まず２点ほど修正というよりお願いということになるかもしれませんが、こ
のまとめそのものは全体的にとてもよくまとまっていると私は思っています。今言われま
した、消費者への周知のところでございますけれども、なかなか表示制度に関心のある消
費者とほとんど関心が無いと言っていいくらいの消費者がいて、かなり差が激しいという
のが私の理解ですが、消費者というと一般にすごく広い範囲なのですけれども、ついこの
間ある大学の先生と話をした時に、学生さんに食品表示制度を学生のころからしっかり教
えていくと言いますか、教育をしていく方がいいのではないかというお話を頂きました。
私も本当にそうだなと思いまして、食品表示を眺めていくと様々なことを知ることも出来
ますし、今自分でお醤油を作るとか味噌を作るとかいうことはほとんどないと思いますけ
れども、原材料から、商品が何でできているのかも含めて食品表示を学ぶというのは教育
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にとって、とてもいいのではないかと思っています。そのようなことを加えることができ
るのであれば加筆して頂ければありがたいなと思っております。それから取りまとめの中
に、所々出てくる事業者への負担をかけないと言いますか、負担を過度にかけないという
文言が沢山出てくると思います。これには皆さん異論はないと思いますが、事業者への負
担の状況というのは結構難しくてですね、消費者が望むことと事業者が「ちょっとそこ
は」というところと当然相反することもあるわけで、事業者のことを全て考えるとなかな
か実行しにくい、消費者のことを全て踏まえるとまたなかなか出来ないということで、バ
ランスをとるのが非常に重要なのではないかと考えていまして、従前は出来なかったこと
も様々な機械とかラベリングの発達によって今はできるということもあり得るので、その
辺りのバランスを考えながら、すすめて頂けたらなと思っています。すみませんもう１点
だけ。デジタルツールの活用を今後検討されると思いますけれども、デジタルツールの活
用について大企業から中小企業まで様々な食品企業があるわけですが、今回色々聞いてい
る限り、もちろん小さい所も大変なのですけれども、大きい所も、ありとあらゆる品目を
作っているところはそのシステムを作るのはかなり大変だと、例えば５,０００種類作って
いますと、なかなか難しいという状況もあるので、そのことも加味しながら議論を進めて
頂くとありがたいかなと思います。 
 
〇湯川座長 ありがとうございます。 
他の委員の方々いかがでしょうか。 
森田委員お願いします。 
 
〇森田委員 この度は報告書の取りまとめということで分かりやすくシンプルにまとめて
頂いたのと思います。いつもの報告書よりも文字数が大きくて行数が少なくて、これは分
かりやすくてシンプルなように配慮して頂いているのだと思うのですけれども、内容に関
しても島﨑さんのおっしゃったように、分かりやすくまとめていると思います。その上で
何点か質問があります。まずは４ページのところです。デジタルツールの活用について委
員からの意見というところで、下から５行目くらいのところですが一文で、「デジタルツ
ールの効果的な運用の観点からは、その基礎となるデータを管理するデータベースの作成
の必要性についての意見があり、データベースのマスター設計に際して、企業が保持すべ
き商品スペックを、体系的に定義することが重要との指摘もあった」とあります。これは
もしかしたら私は１回目に欠席しているのでご指摘があったのかもしれないのですけれど
も、こちらの意味がちょっとよく分からないです。「マスター設計」とか「商品スペッ
ク」という言葉が分かりにくいということもありますけれども、そもそも既にデジタルツ
ールの実証試験調査報告書がありますが、データベースを元にして社内の中で商品マスタ
ーというのが大体構築されているのが現状です。その上で何がテーマかというと、サプラ
イチェーン全体で効率的に取り組めるような仕組みが無いので、皆バラバラにマスターを
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設計していることなどが課題ではないか、といったことが２０２０年度と２０２１年度の
報告書にも出てきます。そういった指摘だったら分かるのですけれども、この後の最後の
２行で、「企業が保持すべき商品スペックを、体系的に定義することが重要」という意味
が私はちょっと分からないのです。企業が保持すべき商品スペックとは、様々な原材料
の、例えば豚肉の育て方とかのこだわりもあると思うのですが、それを全部マスター設計
の中に入れていくことの煩雑さというところもある。そこはデータベースと一緒にこの中
に入れてしまうことがよく分からない感じがありました。このところは議論されていない
のですけれども、もし変えて頂けるのであればデータベースのマスター設計が重要ってい
うのも、もちろんデータベースもそうなのですけれども、「サプライチェーン全体で効率
的に取り組めるような設計が必要」というような、そういうところでまとめて頂けるとあ
りがたいと思います。 
 
○北口委員 森田委員のご指摘の部分は私が加筆した内容ですので私のほうからご回答し
ます。スペックと書いたのは味がどうとかというのではなく、基本的には商品の原材料情
報と表示されるような情報、あとはメーカーが製造過程で持っておかなくてはいけない情
報とを体系的にマスターとして、マスターというのはデータ管理項目のことですけれど
も、整理しましょうということです。例えばメーカーさんの中兄は、管理なさっているデ
ータセットの中に複合原材料で他社から仕入れているものの、原材料情報が一括して管理
されていないケースがあります。要は複合原材料が複合原材料としてそのまま入ってしま
っており、それをブレイクダウンしたものがデータベースに入っておらず、紙でしか持っ
ていないケースがよくあります。これがあると表示する際に必ず支障が出てくるわけで
す。そういった二次原材料以下のものも本来最終製品を製造するメーカーさんにおいて全
て保持しておかないといけない。そういったものをマスターとしてちゃんと整理しましょ
うと申し上げたくて、丸めて書いてこのようになってしまったということです。ご指摘の
とおり、誤解を生むものと思いますので、書き直ししようと思います。 
 
○森田委員 「商品スペック」という言葉が出てくるとちょっと分かりにくくなってしま
うのかなと思いますので、マスター設計に関して効率的に取り組めるということで、そこ
を変えて頂ければ多分同じ趣旨になると思います。私もデータベースはもう既に皆あっ
て、しかしそれがバラバラで、確か他の委員からのご意見でも、例えば添加物資材の中も
きちんと分からないものがあるような中で、そこをどう整理していくことが必要なのかと
いう意見もあったかと思います。したがいまして、そういうところがこれからデジタルツ
ールを数年かけて分科会でやっていくときに、様々な課題としておそらく出てくるだろう
と思うのですが、そこを「商品スペック」という風に言ってしまうと何か違うことのよう
に思ってしまうので、ここをちょっと工夫して頂ければと思います。 
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○北口委員 例えば「データベースのマスター設計を体系的に行うことが必要」という感
じでどうでしょう。 
 
○森田委員 はい。「体系的に」ですとか、「サプライチェーンで効率的に取り組めるよう
に」という風にして頂ければと思います。 
 
○北口委員 「サプライチェーン」という文言を入れた方がよさそうですね。 
 
○森田委員 どうでしょうか。 
 
○間處委員 生活品質科学研究所の間處です。今ご指摘のあったように、「サプライチェ
ーン全体」という文言を入れることによって仕入原料のデータの連携ですとか複合原材料
の欲しいデータが明確になるので、その文言はいるのかなと思います。また、先ほどあっ
た商品スペックのところもそれぞれの捉え方の範囲が異なってしまいますので、安全安心
に関わるインフラの部分の情報というような範囲が何を指しているのかというのが分かる
ような形で何をどこまでデータ共有してサプライチェーン全体で効率的な情報の共有を行
うのかを明示する形が一番分かりやすいと思います。以上です。 
 
○北口委員 恐らくこの商品が保持する「商品スペック」という文言を削除して、委員方
がおっしゃる通りサプライチェーンで体系的管理するようなという趣旨の文言を入れると
いう修正方針でよろしいのかなと思います。 
 
○湯川座長 マスター設計に際してサプライチェーンを通じて体系的に管理する、という
ようなイメージでしょうか。加藤委員いかがでしょうか。 
 
○加藤委員 ご指名ありがとうございます。今のやり取りのところはまさに「サプライチ
ェーン」という表現の有り無しというのが非常に重要なキーだと思いました。ご指名頂い
たので全体的なところも含めてお話させて頂ければと思います。今回の取りまとめ案に関
しましては３回の議論の過程をかなり正確に捉えていて、分かりやすい取りまとめ内容に
なっていると思います。事務局の方のご苦心が非常によく分かります。全体を読んでい
て、食品表示に関わる問題というのを考えたときに、関係当事者としての消費者と、企業
というものがあります。消費者にとってどういうことをするのがプラスなのか、マイナス
なのかという観点で考えたときに、情報をたくさん出す方がプラスなのか、出しすぎるこ
とによって混乱することのマイナスの影響も出てくるのではないかというのがあって、情
報の出し方とか、情報を持っているけれども出さない、ということに関してどう考えるの
か、というのがこの取りまとめ案の中にはしっかり明記されていて、消費者にとってのプ
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ラスマイナスが分かりやすく書かれている点がよいと感じました。もう一つの方の企業の
側のプラスマイナス、メリットデメリットということで考えたときに、ここが多分一連の
議論を聞いていて非常に難しいなと感じたところで、消費者は一人一人は個性があるので
すけれども、全体としては一つの括りとして、ある程度考えて議論ができると思うのです
が、企業については個別性が非常に高く、利益の源泉をどこに持っているのかということ
で、大企業なのか、中小企業なのか、コモディティを扱っているのか、差別性を持ってい
る商品を扱っているのか、グローバルな商品群のものなのか、日本においてユニークな商
品群なのか、ということを考えたときに、食品表示が変わることで大きなインパクトが出
てくる分野と、そうでない分野と色々あるかなと感じながら見ておりました。その企業の
ところにスポットを当てていけばいくほど、一様に単純に商品として出てくるものの一部
分を変更することによって企業の事業の継続性に対しての収益がどのように変化するの
か、コストがどのように変化するのか、というものの影響度がかなり個別性があるなと感
じておりまして、その個別性というのがまさに分科会②の個別品目ごとのルールという形
で展開されていくということをイメージしているんだろうと思っており、この全体的な大
枠の議論と個別の議論というものとの整合性を取っていくというのが、２０２４年度以降
の非常に大きな問題であるんだなというのが、この取りまとめの資料を読み、かつ、この
３回の議論を経て分かったと、この食品表示の問題というものの難しさというのがそこに
あるんだなというのがより理解できましたので、是非そのあたりを意識しながら今後の議
論を進めていければいいのではないかというのを感じました。私の感想になりますが以上
でございます。 
 
〇湯川座長 ありがとうございます。北口委員。 
 
○北口委員 先ほどの話と異なる話で、一つコメントと一つご質問させて頂ければと思っ
ています。一つは個別品目表示のところ、横断的な基準と合わせる方向で見直すことを
「基本」としつつというところ、なるべくなら「原則」として検討を進めるのだろうとい
うことを申し上げておきたいと思っております。JAS 規格と同様の５年に一度の見直しと
いうことになってくると、多様な個別品目表示がある中で、かなり細かい話を国のレベル
で検討し、継続的に見直しをするということ自体が非常に複雑性を生むきっかけになりま
すし、当然行政コストの上でも看過できないものかな思います。JAS 規格、公正競争規
約、更には様々なマニュアルがある中で、そういったものでどこで何を規定するのかする
のかを再整理し、横断的な基準で包括的に見ていけるようにすることを原則にして頂いた
方がいいのではないかというのが一つコメントとなります。二つ目の質問の方なのです
が、５ページの（１）②のところで、添加物に関してコーデックス委員会等への働きかけ
も含めて検討していくべきと考えられる、という風に書かれています。これは規格基準に
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かかわる話だと思いますが、ちょっと具体的に何を働きかけるべきと書いているのか、具
体的にどんなことをイメージなさっているのか、具体的にお伺いできればと思います。 
 
〇湯川座長 そうですね。中澤委員お願いします。 
 
〇中澤委員 ジェトロの中澤でございます。ここの食品添加物の関係につきまして、コー
デックス委員会等への働きかけも含めて検討していくべきと記載されていますが、国際基
準に国内の基準を合わせていくということだけではなく、日本の規格に海外のコーデック
スなり諸外国の規格も合わせてもらう、日本の規格を認めてもらえるような働きかけが必
要だろうということで提案させていただきました。具体的に何ということではなく、全体
的な各種規格基準の話を含めてという感じで、日本で決められている添加物の基準も海外
に知ってもらう、といったことも含めて記載したらどうかということを提案させて頂きま
した。あと６ページの（３）の食品表示へのデジタルツールの活用のところも、国際的な
議論に我が国としても能動的に対応していく、ということが書いてあると思います。これ
も非常に重要なことだと思っております。受け身だけではなく国際的な場で日本の主張、
考え方を積極的に打って出るということも必要だと思っております。ただ具体的なところ
はこれからということでよいと思います。 
 
○湯川座長 北口委員、よろしいでしょうか。 
 
○北口委員 ここはあいまいに書かれているので、読んだ方の印象として、何の話かと思
われるかもと思ったので、何か具体的な内容を書き加えるべきかとも思ったのですが、そ
こまでこだわらなくても良いかと思いました。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。あまり細かくしていくと、分量も増えてしまいます
し、議事録も公開されますので、報告としては今の内容で良いのではないかと思います。
廣田委員、お願いします。 
 
○廣田委員 全国消団連の廣田です。取りまとめの作成ありがとうございました。とても
コンパクトで分かりやすくまとめられているなという感想をもっております。 
 話題は最初の方に少し戻りますが、７ページの(５)の消費者の周知について項目立てし
ていただいて、本当に良かったと思います。この懇談会でも委員の皆様からこの点へのご
指摘は、とても多かったと記憶しています。栄養成分表示の周知、啓発についてもここに
含めて様々な面で包括的に周知、啓発をやっていくというところでのまとめで私は良いと
いう気がいたしました。 
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 これまで過去の原料原産地表示の検討会ですとか、遺伝子組換え食品表示、食品添加物
表示、過去に行われてきたそれぞれの検討会での取りまとめでも必ず普及啓発を大事にと
いうことが、盛り込まれて取りまとめられておりました。このことはとても重要なポイン
トだと思いますので、これらを踏まえて毎年行っている食品表示に関する消費者意向調査
の結果を活かしながら、足りない所を補っていくという形での普及啓発ということが重要
ではないかと思っております。その様な姿勢で、普及啓発に取り組むというべきと考えて
おります。 
このまとめのこの部分に修正や補強はいらないのですが、この点を確認していただきたい
と思いまして発言をいたしました。以上です。 
 
○湯川座長 ありがとうございました。大角委員お願いします。 
 
○大角委員 食品産業センターの大角でございます。これまで３回の懇談会で様々な意見
を申し上げさせていただいておりますが、私の意見も含め、あるいは消費者団体の方等の
意見も含め、コンパクトに取りまとめていただいておりまして、改めて感謝申し上げたい
と思っております。 
 その上で、今後のお願いということで、私の方からも何点か申し上げたいと思います。
５ページに書いております、個別品目ごとの表示ルールでございます。この点については
横断的な方向に合わせるという方向で議論を進めていくことだと理解はしておりますが、
それぞれの品目ごとに歴史的な経緯はございますので、こういったものを各関係者の方か
ら説明して頂くとともに、現在でも必要性があり、あるいは消費者の方々にも分かりやす
いということであれば残していくという方向かと思います。 
ヒアリングの際には予断を持って議論を進めていくことにならないように、丁寧にそれぞ
れヒアリングをして頂ければと思っております。 
もう１点、最後の所の周知期間の話です。７ページの部分ですね。この施行時期につきま
しても、やはりそれぞれの修正に当たっては準備も必要ですし、事業者ごとに様々なコス
トを要するものですので、それぞれ十分な周知期間をとって頂くとともに、できるだけ同
じ時期で施行、適用されていくようにするということを改めて申し上げたいと思っており
ます。 
また、先ほどの、データベースの作成について、サプライチェーンで体系的に、効率的

なものになるように検討するということは、非常に重要なことだろうと思っておりますけ
れども、今まで様々なところでこういったデータベースをサプライチェーン全体で体系化
していく検討は、これまでも取り組もうとしたことが何度かあったかと思いますが、それ
ぞれ様々な問題、実状があり進んできていないということも一方で事実かと思います。今
後取り組まれるにあたっては、過去のそういった経緯というものを踏まえ、何が今までネ
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ックで進んでいないのか、どうすれば進むのかというところまで踏まえて検討を進めてい
く必要があると思っております。 
 
〇湯川座長 ありがとうございます。特に文章の修正はよろしいでしょうか。 
 
○大角委員 原案通りやっていただければと思っております。 
 
〇湯川座長 そのほか、いかがでしょうか。脊黒委員お願いします。 
 
○脊黒委員 ありがとうございます。日本食品添加物協会の脊黒でございます。 
 資料のまとめありがとうございます。私の方からも質問が１点。確認という位置付けか
もしれませんが、５ページの(１)諸外国との表示制度の整合性についてというところで
す。タイトルはこれで全然問題ないと思うのですが、その下から我が国の状況を踏まえつ
つ合わせられる所については合わせていくという表現なのですが、議論は大筋コーデック
スの包装食品の一般表示規格で議論が進んだような気がしますが、何に合わせるのかとい
うところが書かれていないというのは、もう一回ゼロベースで比較対象を選定するという
意味が込められているのでしょうか。５ページの(１)②の最後では、コーデックス委員会
への働きかけということでコーデックスが明言されていまして、上の方ではコーデックス
という部分は入ってこないので、その辺の確認をさせて頂ければと思いました。というの
は、諸外国においては添加物制度がそれぞれ個別に違いますので、どこと比較するかとい
う部分を初めからやり直すと結構また時間がかかるのかなということと、あと仮にコーデ
ックスと日本を比較しても、用途でコーデックスは２７、日本は２２ありますが、その
内、ほぼ一致しているのは１０くらいで、残りはコーデックスにしかないものとか、日本
にしかないものとかがあります。そのような部分をどうギャップを認識して埋めていくの
かという作業も本当ならばしなくてはならないと思います。それが諸外国との整合性とい
うことで色々な国が増えると、すごい作業かなと思いまして、そこをちょっと確認させて
頂ければと思います。 
 
〇湯川座長 我々の議論を元にまとめた文章ですので、これがチャレンジングすぎるとい
う印象を持たれるのであれば、もう少し実態に合わせた文章に修正するということも考え
られると思いますが、脊黒委員どうぞ。 
 
〇脊黒委員 文書的には合わせていくということでは全然問題は感じていないのですが、
ただゼロベースでスタートするという意思が込められているかどうかだけ確認をさせて頂
ければと思います。 
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〇清水食品表示企画課長 申し訳ございません。草案を起草させて頂いた消費者庁の認識
としましては、第２回の懇談会で資料１ということで提出させて頂いた諸外国との制度の
比較という中で、コーデックスが世界各国で基本、ベースとされているという内容となっ
ておりますので、コーデックスと日本の比較ということをもちろん載せておりますけれど
も、同じ表の中で右側に EU とアメリカと中国というのを並べております。コーデックス
ではこう規定されているけれども EU ではこう、アメリカではこう、中国ではこうだ、と
いう風に示しております。 
 添加物の規定はおっしゃる通り、かなりコーデックスと EU とアメリカという所で違う
ところが大きいですけれども、一方で EU でもアメリカでもこうなっているけれども日本
ではこうなっているという部分もあるということでお示ししておりまして、基本的に参照
するものとしてはコーデックスになるかなと思うのですが、コーデックス規格の中でも特
に欧米でも採用されているのに日本では採用していないものという部分を特にどうしてい
くかということを、今後、検討議論していかなければならないと思っております。 
 
〇湯川座長 脊黒委員、どうぞ。 
 
〇脊黒委員 第２回目の資料の１ですね。その中の対比表で入っている国が対象という認
識でよろしいでしょうか。 
 
〇清水食品表示企画課長 はい。基本的にはそうなります。 
 
〇湯川座長 「我が国の状況を踏まえつつ」とあって、「合わせられるところについて
は」というふうにいきなりつながっておりますが、今の脊黒委員の説明、ご意見を踏まえ
ますと、「我が国の状況や諸外国のコーデックスへの対応を踏まえつつ」というように修
正するということでいかがでしょうか。 
 
〇脊黒委員 はい。 
 
〇湯川座長 はい。それではそのようにしたいと思います。 
 すみません。先ほど田中委員からのご意見を伺ってすぐ、各委員をひと回りしてからと
話をしたのですが、忘れないうちに田中委員の科学的立場ですか、あの言葉をどこに入れ
るかを片づけておきたいと思います。田中委員お願いします。 
 
〇田中委員 個別な話をしておりましてすみません。先ほどの様な食品表示の進化によっ
て色々なことがあって、そういった場合の科学的根拠について周知徹底する必要があるだ
ろうという意見でございます。したがいまして、7 ページにある「消費者への食品表示制
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度の浸透は十分とはいえず、科学的根拠を持って、消費者に分かりやすい食品表示の検討
を進めていく上では」、又は「消費者に分かりやすい科学的根拠を持って、食品表示の検
討を進めていく上では」とか、主語のあとに「科学的根拠に基づく食品表示を正しく活用
していただけるように」とか、いくつかあるかと思います。これについては、特にここで
なければいけないとは私は思っておらず、こういった判断が必要ではないかということを
入れていただければと思いました。 
 
〇湯川座長 ありがとうございます。言葉の掛かりからすると科学的根拠に基づき検討
を、検討を科学的根拠に基づき進めていくというように入れたら良いかと思いますが、阿
部委員いかがでしょうか。 
 
〇阿部委員 確かに科学的根拠はすごく大事かと思いますが、あえて入れる必要があるの
かということに関しては事務局にお任せしたいと思います。私が科学的根拠というお話を
聞いた時に、似ているなと思った所で、例えば個別品目の表示のルールの検討に関して
は、事業者に対してこうあるべきだとか、消費者に対してこうあるべきだという検討を行
う以前に、なぜこの個別品目のルールになったのかということの背景や経緯やルールにつ
いてしっかり見直しをした上で合理的な選択という観点から意義のあるものにするという
文言があります。 
 この部分に関しては田中委員がおっしゃった科学的根拠に基づくということにつながる
のではないかと思っております。ただ単に事業者がこうした方が良いということではな
く、どうしてこれはこうなったのかということをきちんと検討しつつ、それが意義あるも
のなのかどうなのかということを明確にした上で変更していくという、これがいわゆる科
学的根拠に基づいたということにつながるのではないかと思っております。特に個別品目
の表示ルールだけではなく、消費者の視点で、消費者に分かりやすい表示になっているの
かという意義と、消費者が合理的な選択をするためにきちんと説明できるという意味か
ら、科学的根拠という言葉を使うかどうかは別といたしましても、どこかしらに入れた方
が良いかなと思って意見を聞いていたところです。 
 あと実施可能性という言葉が同じところにでてくるのですが、②の、６ページです。や
はり最終的には実施可能性が、事業者にとっても、消費者への普及啓発にとってもどうし
たら実現するのかが、最終的な着地点としてあると思いますので、そのような視点から検
討を来年度から進めて頂けたら良いと思いました。 
 もう１点ですが、細かい話で申し訳ないのですが、今の話とはちょっと違うのですが、
４ページの(２)のところなのですが、見直しに当たってはという部分、（２）の下から３行
目になりますが、そこだけ何故か「製造業者は」となっております。ここ一か所だけ「製
造業者」であり、「事業者」でない理由がもしあったら教えていただきたいです。 



19 
 

 それともう１点申し上げると、デジタルツールの所で、「表示の一部を代替する手段」
という言葉が２回ほど出てくるのですが、消費者への情報開示を代替するという意味は非
常に理解し易いようでしにくい部分です。デジタルツールを検討する時に代替を許容すべ
きという言葉も出てきますが、許容すべき情報がどういうものかということも含めて非常
に重要になると思いました。いわゆる通常の食品表示とデジタルツール活用の目的という
のがやはり異なると思いますので、その辺についてもしっかりと議論をして頂きたいと思
います。 
 全体のまとめについては特に異論はございませんので、そのまま進めて頂ければと思い
ます。よろしくお願いいたします。 
 
〇湯川座長 先程の「製造業者」の所は、食品表示を行う者ということで、「事業者」と
いうことで問題ないかと思います。そこはそのように修正します。 
 それから科学的根拠の方については結構大きな言葉ですので、どこに入れるかというの
は私と事務局とで相談をして、据わりの良い所を、田中委員がおっしゃったあの場所にい
れるのか、あるいはもっと上の方にいれておくのかということも考えられますので、そこ
は据わりの良い場所を探して入れるようにさせて頂きます。 
 
○森田委員 すみません。よろしいですか。 
 
○湯川座長 はい、森田委員。 
 
○森田委員 科学的根拠をどこに入れるかということなのですが、もともとは田中委員か
ら栄養成分の強調表示のところの規定から科学的根拠というお話があったかと思います。
ただ食品表示の啓発のところに科学的根拠と入れてしまうと、田中委員の意図での科学的
根拠という風にはなかなか捉えられないのではと思います。通常、食品表示で科学的な根
拠をもって食品表示を伝えるというのは、例えば添加物の不使用表示ガイドラインの時に
そういう話はありましたけれども、ほかの色々な食品表示においては科学的根拠だけでは
ないです。 
原産地、原産国などもまさに科学的根拠ということではない。科学的根拠に基づいて表示
が作られているわけではない場合もあると思いますので、ここはあえて入れなくてもいい
のではないかというのが私の意見です。 
 
○湯川座長 科学的根拠という言葉についてはあえて強調しなくてもいいということでし
ょうか。 
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〇森田委員 例えば遺伝子組換え食品表示は、科学的根拠がきちんと検査で証明できるも
のということで制度をわけています。しかし、例えば原産国や原材料の順番などは、科学
的根拠できちんと証明できるかというとそうでもないこともある。科学的な部分と安全と
いう部分はもちろん裏にあるのですが、他の要因もある。コーデックス規格でも消費者の
健康保護と食品の公正な貿易の確保等など色々な観点の中で決められていくと思っていま
す。貿易をスムーズに進めるという観点で進んでいっているものであるし、食品表示にお
いて欧米では偽装防止などにむしろ観点がすごく置かれている。消費者をだまさないとい
うこと、強調表示とかでだまさないというようなこと、そういうところがすごく大きな目
的になっていたりします。 
科学だけで食品表示というのがなかなか語れないものもあります。表示の真正性という、
正しさというときに科学的根拠ってよく使われますけれども、そうではないものもあるわ
けです。このため、啓発のところでこの科学的根拠をもってくるのはおかしいし、そうな
ると他のところでどうかということになると、全体を考えたときに収まりのいいところが
ないのではないかと思います。 
 
○湯川座長 田中委員、いかがでしょうか。 
 
〇田中委員 はい。栄養成分表示に限って、健康にかかわることについては科学的根拠と
いうのはお示しのとおりでそういったことについてはきちんと、そういう部分をお知らせ
していくことが必要だろうということです。 
そういうことを包括しながら「合理的」という言葉を使っているのかな、とも感じ取れ

ますので、食品表示が基づいているのは科学的根拠のみというふうに限定したものではな
くて、消費者を含め多くの方が、食品を選択する上で科学的根拠が大きな要因になってい
るだろうという意味があるということです。 
したがってこれをどのようにするかということは難しい問題で、私が一言でいうわけに

はいきませんけれども、「合理的」にという中に科学的根拠が含まれるというような形で
どこかで括れればよいのではないかという風に思います。 
原産地表示についての科学的根拠というのは難しいんですけれども、じゃあなぜ表示し

ているのかという議論になってしまうので、だからできるところは説明していきましょう
という、そういう意味です。ありがとうございます。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。科学的根拠を表に出すかどうか、食品は安全に摂取
できるというところには科学的根拠というのが大きく効いてきますし、「合理的」に全て
含めていいのかというのは、どこに置くかというところも難しい面もありますので、合理
的という言葉で拾えるか、あるいは科学的根拠をどこかに出せる余地があるか、事務局と
私とで整理させていただきたいと思います。 
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ただ、普及のところで科学的根拠というのをわざわざいうのは、やはり森田委員のご指摘
のとおりです。もう少し前の方に出せるところがあればと思います。そういうところでま
とめていきたいと思います。 
はい、加藤委員。 
 
○加藤委員 今の座長の話等を踏まえて考えたときに、科学的根拠というのが栄養に関わ
るところなのか、これまでの議論で出たアレルギーに関しての様々な話等も、きちんとし
っかり専門家の意見を踏まえながらやるということも言っていましたので、既に科学的根
拠に基づいて色々表示がされているのかもしれませんけれども、今後の議論を見直してい
くにあたって、その「科学的根拠」についてしっかりと考えて丁寧に議論するという意味
で「【資料１】令和５年度食品表示懇談会とりまとめ（案）」６ページの「（２）個別品目
ごとの表示ルール」のところに入れれば全体の包括的な形になるのではないかと思いまし
たが、いかがでしょうか。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。島﨑委員お願いします。 
 
○島﨑委員 科学的根拠という言葉は、基本的に僕は森田委員とほぼ近い意見です。科学
的根拠という意味合いが捉え方によってものすごく広くて、例えば遺伝子組換え食品は安
全ですが、表示を行うということになっていて、これは科学的根拠なのかという風になる
とちょっと厄介だなという気もします。 
したがって、森田委員が言うように、それだけで決まっていないものもあります。例え
ば、消費者として単に表示してほしいという要望があり、それに応じて表示基準が決まっ
ていることあると思います。そのバランスも科学的根拠と言い切ってしまえばそうですけ
れども、科学的根拠という言葉の入れ方はかなり難しいのではないかという気がしていま
す。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。合理的という言葉で読めるかどうかも含めて、考え
ていきたいと思います。今の指摘の通り、科学的根拠というのを何が何でもどこかに入れ
るというような修正はしなくてもいいということで整理していきます。ありがとうござい
ます。 
ちなみに、遺伝子組換え食品表示は、食品を安全に摂取する際の安全性に影響を及ぼす

事項としては食品表示法では整理されていないということですので、消費者の合理的な選
択のための表示という位置付けになると思います。ありがとうございます。 
はい、伊藤委員お願いします。 
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○伊藤委員 はい。この度は取りまとめありがとうございます。羅針盤を作るという方針
に従って、書き込み過ぎず、けれども方向性はきちんと定めるという素晴らしい報告書、
読みやすいコンパクトな形でお書き頂いたかなと思っておりまして、私もこちらについて
全く異論はありません。 
今の科学的根拠の話ですけれども、科学的根拠というのはどちらかというと制度設計を

する側に必要な話だと思うので、消費者に対して科学的根拠に基づいてということをあま
り押し付けないことが望ましいのではないかなと思いました。 
あと、もう一つですが、羅針盤ができましたので、このあと分科会２つで利害関係を突

き合わせながらしっかりと議論をして頂くという話になると思います。デジタルツールの
話がありますが、デジタルツールの活用については既にコーデックス委員会での議論も始
まっているとのことです。デジタルツールは、利害調整をしながら、技術の進歩も見なが
らとなると、EU などの国が上手なのかなという感じもしますが、この委員会とは関係あ
りませんが、コーデックスの方ではデジタルツールの活用で食品表示を行うということに
ついて、どのような方向性を今持っているのかとか、どういうスパンで議論が進んでいる
のか、お教え願います。 
 
○湯川座長 こちらについては事務局からお願いします。 
 
〇清水食品表示企画課長 コーデックスの議論の動きとしましては、「食品表示情報の提
供へのテクノロジーの使用に関するガイドライン案」というものが議論されておりまし
て、これはコロナ前の２０１７年くらいから少しずつ議論が始まっていて、なかなか時間
がかかりそうだなという感じだったのですが、コロナ禍等を挟んで去年の５月にかなり一
気に議論が進んできたという状況であります。８段階経て、コーデックスでは規格やガイ
ドラインができるとなっているのですが、今 8段階のうちの５番目、ステップ５まで来て
いるという状況です。 
今後の動きとしましては、次のコーデックス委員会食品表示部会は今年の１１月に予定さ
れておりまして、そこで更に議論が進んでいくのではないかと考えております。１１月で
すので、まだ次の案などは示されていない状況ですが、現在、コーデックス委員会の事務
局の方で作成していて、恐らく数か月前には私どもの方に示されると思いますので、それ
に対して意見を出していくというのがあると思っております。 
コーデックス委員会の食品表示部会は今年の１１月に開催された後、通常１年半おきに開
催されますので、その次となりますと再来年の春、５月頃にまた開催されると思いますの
で、そこに向かっていよいよ決めの議論になっていくという風に認識しております。 
 
○伊藤委員 日本としても良い感じのステップで議論ができるという感じですね。ありが
とうございます。 
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○湯川座長 それでは、佐藤委員。 
 
○佐藤委員 はい、発言しておりませんでしたので、発言させて頂きます。 
今回の報告書ですけれども、当初示されていた中長期的な羅針盤となるような食品表示

の大枠の議論ということで、シンプルにまとめていただいているなという印象です。 
今回の報告の中では、今後の議論として大きく２つ示していただいているのかなという

風に思っております。 
一つ目は、個別品目ごとの表示のルールとその整備ということですけれども、国際整合

性を進める大前提として、まず国内のルールの整備を行いましょうということかなと思っ
ております。また、見直しがされていないということなので、そのルールをシンプルにし
て消費者に分かりやすい表示にしていきましょうという方向性の中で必要なことであろう
と理解しております。 
それともう一つ、デジタルツールの活用の件ですけれども、これはコーデックスの動き

であるとか、今お話があったような国際整合の観点でも、必要不可欠なことであろうとい
うことで考えておりますが、昨今の様々な情報を消費者に伝達しなければならないという
現状からは、将来的に必ず必要なツール、手段だろうなと考えております。半分感想です
けれども。 
それで一つ質問なのですが、個別品目ごとのルールの方でですね、見直しをしていくと

いうことで、事業者さんにヒアリングをしていくということになるかと思うのですが、
様々な品目がありますけれども、ヒアリングをすべき事業者様というのは目途が立ってい
るのかということと、あとかなりの数の品目があるかと思うのですが、期間というか、ど
れくらいのスパンで終わるのかということを現時点で想定できる部分があれば教えていた
だきたいなと思います。 
 
○湯川座長 基本的には、そこは座長と事務局との間で調整していこうということになっ
ていますが、事務局の方で何かお考えを出せるものがあれば。 
 
○清水食品表示企画課長 はい。分科会の運営方針というところは、分科会の委員になら
れた先生方とまた議論させていただこうと思っておりますが、行わなければならないこと
としましては、今食品表示基準の中で個別のルールがある食品というのが４０とか５０あ
りまして、ただそのヒアリングをさせて頂く事業者団体というベースで行くと、一つの団
体で複数の基準を持たれているというところもありますので、実際にお越しいただいてお
話を伺うという段階になると２０とかくらいなのかなと考えております。 
仮に１年かけてやるとなると、毎月開催して２つくらいの団体からお話を聞くという感

じになると考えておりますが、なかなか一回お話を聞けば済むのかどうかとかですね、ど
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んな議論になるかというところは、私どもも想定している結論があるわけではございませ
んので、議論の進捗とかをみながら考えていきたいと思っております。 
 
○佐藤委員 分かりました。ありがとうございます。 
 
○湯川座長 村尾様いかがでしょうか。 
 
○村尾委員代理 全国スーパーマーケット協会の村尾と申します。取りまとめの件、消費
者庁の皆様、事務局の皆様ありがとうございました。 
色々とお話を伺っていまして、思うところもあったのですが、全体的には、結果このル

ール変更だとか決定だとかは我々というか全て消費者の方へ関わってくることで、イコー
ル我々小売業事業者へも関係してくることと認識しております。 
その中で、消費者と近いところにいるということと、先ほど大角委員からもお話がござ

いましたけれども、マスターの件で、どこまで作れるのか、どう進めていくのかというの
は私も気にはなっている所でしたので、個人的には難易度の高いものかなと思っていま
す。 
また、消費者の方への啓発という意味では、島﨑委員がおっしゃっていましたけれど

も、学生の頃からそういった教育をした方がよいのではないかというのは、個人的には非
常に賛成で、非常に身近なものであり、大げさに言うと命にかかわることでもあるので、
生きていくために必要な知識の一つではないかなと思ったりしました。取りまとめ案につ
いて、この懇談会で各委員がそれぞれの業界や消費者を代表してご発言されていて、我々
もそうですが、進むことの大枠は本当に良くまとまってありがたいなと思っていて、それ
を進めていくという話で問題ないと思います。 
あと、２つ大きく認識していただきたいと思ったのは、消費者に沿うものであるという

ことと、消費者に理解を求めることであるという考え方で、次年度の進める分科会等で
は、最後にそこのところを気にしていただけると、我々であったり、消費者の団体の方で
あったり、非常に助かると思いました。以上です。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。 
今、村尾様からお話がありましたけれども、島﨑委員から学生さんへも普及していくこと
が大事だという話がありましたが、学生とターゲットを絞った形での表現では、カリキュ
ラムにそうしたものを持ち込めるのかといった具体的な話にもつながってきますので、体
系的にとか、あるいは若い消費者にも、というような表現の可能性も含めてどこに入れら
れるか、事務局と私の方で検討させていただければと思います。よろしくお願いします。 
はい、阿部委員。 
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○阿部委員 すみません。先ほどの議論に戻ってしまうのですが、頭の中を整理して考え
させて頂いたところ、消費者制度の消費者への周知のところの文章を読むと理解ができな
くなってきました。なぜかと言いますと、「進めて行く上では、制度を周知する」となっ
ているのですが、消費者にどのようなことを周知するのかが明確になっていないと考えま
す。先ほどの田中委員や森田委員のお話にありましたが、ここのところにもしかしたら
「消費者が」という主語がないのも一つですが、「検討を進めていくうえで、消費者が合
理的な選択をするために、食品表示を正しく活用していただける」ではなくて、「活用で
きるよう、制度の周知普及を図っていく」というのが正しい表現ではないかなと思いまし
た。この合理的な選択の中に、科学的な根拠や正しく生産地を理解することなど、全ての
安全性やコストのことも入るのと思いました。このようなことをご検討頂くことと、「消
費者が」という主語をここに入った方がよろしいということと、「していただきたい」
と、ここだけはなんだか消費者に対していただきたいという表現になっているので、ここ
は表現が違うかなと思いました。消費者ができるということが大事だと思いますので、こ
この表現についてご検討いただきたいと思いまして、付け加えさせて頂きます。よろしく
お願いします。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。確かにご指摘のとおり、文章がここだけなぜかへり
くだっている感じですね。大変良い修正案をいただきまして、自主的かつ合理的な選択と
いうのは法律の目的にも書いてある言葉ですので、その表現を生かしてここを事務局と修
正していきたいと思います。ありがとうございます。 
ほかいかがでしょうか。島﨑委員。 
 
○島﨑委員 すみません、何度も申し訳ないです。 
先ほどの学生の件の取りまとめ方はお任せしたいと思いますが、大学の先生とお話をし

たときに、学生さんに表示の話をすると面白い事を言っていましたよというのがありまし
た。 
例えば、商品にスマホをかざしたら、画面が浮き上がって表示が見えると良いねという

話が学生からあったよという話を聞いて、将来もしかすると文字の小ささとかも全部それ
で解決するかなということも、聞いたときに思った次第です。すみません、ちょっと余談
になりますが、そういう発想もあるかなと改めて感じたのと、もう一つ、先ほど佐藤委員
から個別品表の見直しのスケジュールや事業者ヒアリングの件がありましたけれど、僕も
職場のスタッフから聞くと、例えば、調理方法がちゃんと明示されているとか、みそには
だし入りと書かなければならないとか、個別品表にはそれぞれあって、消費者にとっても
良いことがあるということを聞いたんですね。だから事業者だけではなくて、こういうこ
とも含めてヒアリング等をしていただければいいかなという風に思いました。以上です。 
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○湯川座長 ありがとうございます。ほか、よろしいでしょうか。森田委員。 
 
○森田委員 修正のお願いとかではないんですけれども、先ほど脊黒委員がおっしゃられ
ていた５ページの「諸外国との表示制度の整合性について」というところで感想を申し上
げたいと思います。 

ここの最初の文「大きな方向性としては、我が国の状況を踏まえつつ」は、先ほど
「我が国の状況や諸外国のコーデックスの整合を踏まえつつ、合わせられるところについ
ては合わせていく」という風になったと思います。ここの一文というのは、どのようにも
取れるという感じもあります。脊黒委員がおっしゃったようにゼロベースから始めるのか
という風にも取れるのですが、私はこれまでも合わせられるところから合わせていくとい
うふうにやってきた、２０年前の食品表示共同会議の頃からそうやって検討されてきたと
いう風に思います。 

ただ、今回こうして明文化されたことはとても意味があって、例えばかつての原料原
産地表示制度の検討の際は、こういう視点が結構忘れられて検討されることもありまし
た。これから表示を作っていくときに、消費者視点と事業者の実現可能性と国際整合性を
踏まえていくということがここに明記されたということが、今回とても大きなことです。
ゼロベースで今の表示制度を見直すとは私は捉えていなくて、むしろ、これから恐らくフ
ードテックとか培養肉とか、新しい議論になっていくときに、それからデジタル化もそう
ですけれども、様々なガイドラインが出てくると思いますが、そういう時に、日本で何か
やるときに国際整合性に合わせられるところは合わせていくというのだと思います。それ
から、諸外国との制度の比較を見ていくと、諸外国で原材料の順番の規定とか良いものも
たくさんあるので、そういうところもできるものは合わせていくのだろうなと捉えたとこ
ろです。 

逆に言うと様々な捉え方ができる一文ではありますが、ここに明記されたということ
は、これまで国際整合性とずっと言われてきても明記されたことはなかったので、とても
良い一文だなと、簡単に見えるようでシンプルでとてもいい一文だなと感想を申し上げま
した。 
 
○湯川座長 ありがとうございました。北口委員。 
 
○北口委員 これも本筋から外れるのですけれども、先ほど阿部委員がおっしゃった消費
者の合理的な選択というお話と、島﨑委員がおっしゃった商品にスマホをかざしたら浮き
上がって見えるというお話は非常に示唆的と思っていて、一言付言させていただければと
思います。 
我々は今、基本的に表示された文字情報で表示を理解するということを前提として議論

しているわけですけれども、デジタルツールを利用するということは、近々、文字情報に
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頼らない、多様な消費者への情報提供のあり方が議論される時代になるということを念頭
に置いた方が良いだろうと考えています。例えば、読まなくてもアレルギーが入っている
商品がはじかれたり、警告されたりとか、ビーガンの人たちで動物性原材料や動物性のも
のが入っていたら自動的に排除されるとか、もしくは表示の内容ではなくて、食べたこと
があり安全だという経験に基づく情報が提供されるとかが考えられます。 
私個人の経験として、小学生のキャンプについて行ったときのお話をしますと、ある小

学生がリンゴのアレルギーがあって、「箱にリンゴの絵が描いてあるカレールーは食べら
れません」というので、指導員の方が別のメーカーのカレールーを買って行ったのです
が、実は、広告宣伝としてリンゴを謳っていないだけで、裏面の表示を見ると中に同じく
原料としてリンゴが入っているということがありました。リンゴのアレルギーは、加熱さ
れているものからは発症しにくいので、保護者の方にご確認の連絡をしたら、結局後者の
カレールーは日常喫食しており、食べても問題がないということでした。 
消費者からすると、文字情報の表示というのは、こういた些細なレベルから難しいもの

だと思います。食品表示の話と広告宣伝で出ているイメージというのが、ごちゃごちゃに
なってしまっているケースがある。消費者の方にいちいち裏の表示を見せて、ご自身で判
断できるところまで指導していくということ自体が、実は結構難しいというのが私として
も実感としてあります。 
そういうところをカバーしていくツールとしてデジタルツールが使われていくようにな

ると、文字を読んで食品を判断するというすごく知的レベルの高い作業を消費者に求め
る、という世界がちょっと変わってくる可能性があると思っています。一方、こうした
様々なデジタルツールによる情報提供を、どの程度まで消費者の合理的な選択に資するも
のとして公的に認めるのかという議論が早晩出てくるものと思いますので、デジタルの話
というのは、Webページに情報を記載するといったものより、ちょっと広い概念を含むも
のとして、念頭において捉えておくことがこれから必要だろうと思います。懇談会のここ
までの議論とは関係ありませんが、コメントさせていただければと思います。 
 
○湯川座長 ありがとうございます。デジタルツールについても今後分科会を設けて検討
していくことになると思うので、その場での課題になっていこうかと思います。後よろし
いでしょうか。 
本日ご議論頂いた内容ですけれども、多くの修正や、私と事務局で預かるという約束も

乱発してしまいましたので、ここで再度それらを確認することは省略したいと思います。
後ほど事務局と私とで確認して調整していきたいと思います。それらについては座長に一
任をお願いしたいと思います。 
消費者庁と修正案を作成しまして、各委員の皆さまには、メールベースで最終的に確認

して頂くという手順にしたいと思います。 
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それから、今後のスケジュールですが、来年度の進め方については、分科会を設けて進
めていくというところまで今日結論を出しましたので、来年度の初めにこの懇談会を開催
することは省略し、次年度は分科会から入っていただいて、あと年度後半にかけて進捗状
況についてこの懇談会で報告を受ける、そういう形で進めていきたいと思います。 
消費者庁から補足ありましたらお願いいたします。 

 
○清水食品表示企画課長 大丈夫です。 
 
○湯川座長 それでは、令和５年度の懇談会につきましては、今後の食品表示が目指すべ
き大枠の方向性、新井長官が冒頭ご挨拶でお話しされましたとおり、大枠の方向性を取り
まとめられました。この間の円滑な懇談会の運営にご協力いただきましてありがとうござ
います。議論自体は、来年度以降も続けてまいりますが、方向性についてはしっかり示せ
たと思います。引き続きご協力のほどよろしくお願いします。 
それでは、最後に事務局から事務連絡をお願いします。 
 
○事務局 事務局でございます。本日はありがとうございました。 
最後に事務連絡になります。後ほど本日の議事録につきまして、確認をいつも通りお願

いさせて頂きますのでどうぞよろしくお願いします。なお、交通費の精算につきまして
も、併せてご連絡させていただこうと思っております。 
また、ウェブで視聴されている方にご連絡になります。今回の資料につきましては、消

費者庁のウェブページに掲載されます。また、議事録についても後日、消費者庁のウェブ
ページに掲載されます。 
最後に湯川座長にもう一度戻します。 

 
○湯川座長 特に私からこれ以上ありません。 
以上をもちまして、令和５年度食品表示懇談会を終了したいと思います。皆さんどうもあ
りがとうございました。 
 
以上 


